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諮問第９号の答申 

国民経済計算の作成基準について 

 

 

 本委員会は、国民経済計算の作成基準について審議した結果、下記の結論を得たので答申する。 

 

 

記 

 

１ 意見及びその理由等 

(1) 意見 

  内閣府が諮問した国民経済計算の作成基準（案）（以下「諮問案」という。）については、おおむね

妥当と考えられるが、以下の理由等を踏まえ、その一部を修正し、別紙修正案のとおりとすることが

適当である。 

 

(2) 理由等 

ア 背景及び考え方 

  国民経済計算は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）第２条第４項の規定により基幹統計とされてお

り、国の基本政策の立案及び決定並びに経済社会活動の国際比較に当たっての基礎資料となっている

など当該統計結果の社会的影響は極めて大きくなっている。一方、国民経済計算はいわゆる加工統計

であり、作成に当たって中立性や客観性を高めるとともに、諸外国との比較可能性を確保することが

極めて重要となる。 

この観点から、国民経済計算の体系について国際連合において勧告されている基準が設けられてお

り、この基準に準拠しつつ、基本的な概念等を定める国民経済計算の作成基準を設定することが同法

第６条第１項の規定において定められている。 

このような背景の下、諮問案については、 

① 国際連合による基準に準拠した国民経済計算を作成する上で、根幹となるガイドラインを定め

るものと位置づけ、「概論」、「勘定体系」、「分類」、「記録原則」、「記録内容」、「雑則」の６項目

に整理し、作成している。 

② 我が国の国民経済計算の作成方法・内容等の細部については、推計手法解説書、各年次の刊行



物における用語解説等により公開することを想定し、作成基準には記載しない。 

③ 国際連合の定める基準については、各国が実情を踏まえて準拠する性格のものであり、すべて

の勧告項目を我が国の国民経済計算体系に導入しているわけではないことから、その対応状況に

ついては本基準とは別に広く公表することとし、我が国国民経済計算の細部の変更の都度更新す

るものと位置づけている。 

といった考え方に基づき、示されたところである。 

 

イ 修正理由 

諮問案については、おおむね妥当と考えられるが、生産勘定における産出構造や投入構造等からの

推計等、国民経済計算の全体系の計数に影響を及ぼすような、推計に係る根幹的な考え方が必ずしも

明らかとなっていないことから、作成方法の原則等を明示する必要がある。また、利用者の利便性を

図るため、主な項目やその概念などを記述するとともに、分類や補足的な表などについて公表する旨

を記述し、さらに、一部のわかりにくい表現や誤解を生みやすい表現などについて、より正確で、平

易かつ明快なものに改める必要がある。 

 

２ 今後の課題 

 (1) 改正時期 

作成基準の改正については、これまで国際連合の基準は十年以上の期間を経て改定されていること

等を踏まえ、的確に状況に即した国民経済計算を作成するため、国際連合の基準の改定の際の改正に

加えて、５年ごとの基準改定の際に概念変更などを行った場合においても改正の要否を検討すべきで

ある。 

 

 (2) 諸課題への対応 

平成 21 年度以降、内閣府は、以下のような課題への対応を進める中で、利用者の意見を踏まえ、

必要に応じ、作成基準や作成方法の見直しを行う必要がある。 

・国際連合の基準の改定（９３ＳＮＡの改定）等国際動向への対応 

・「公的統計の整備に関する基本的な計画」に盛り込まれる国民経済計算に関する課題への対応 

・平成 22 年秋以降に公表が予定される平成 17 年基準改定への対応 

・今般の作成基準に係る審議の過程で明らかとなった、基礎統計の利用や、国民経済計算と基礎統

計との連携といった課題についての検討 

 


